第１回　大阪府温泉資源保護に係る検討委員会　議事概要

日　時：平成１９年１月１１日（木）

午前９時３０分～１２時

場　所：以和貴荘　２階会議室ハーモニー

　○　検討委員会の設置に係る事項について
　　・　検討委員会設置の目的の説明と委員長の選出を行った。
　　・　今後の開催回数、進め方の確認等を行い、大阪府における最近の調査結果を基とした温泉の現状等を把握し、統一的なスタートラインの設定を行った。
　○　温泉行政に係るこれまでの経緯等について
　　１　温泉部会の協議事項の変遷についての説明
　　　　　平成２年度に実施した「近距離温泉影響調査」の結果に基づき、平成３年度第１回の温泉部会（当時は温泉審議会）において、泉源間の制限距離８００ｍの規定が設けられ、その後種々の項目追加が行われてきた。

　　２　近距離温泉影響調査結果の説明
　　　　　試験結果から、タイスの非平衡式を用いて、周辺泉源に１ｍの水位低下をもたらす影響圏としての距離を設定した。

　　３　最近の新規掘削等の状況についての説明

　　　　　源泉数は平成２年時に比べ約３倍の１６９となっており、また、用途の多様化に伴い、毎年２０件程度の新規掘削申請がなされている状況にある。

　○　最近の調査結果について
　　１　平成１５年度に大阪府と大阪市大が協力して実施した既存温泉の水質調査結果について

　　　　　多くの泉源で周辺の低温の地下水の流入が推定できる状況があり、また、多くの泉源での泉質の変化は、即時経済的なダメージを与えるには至っていないが、近い将来において周辺の地下水の混入が増加する可能性が認められた。

　　２　平成１８年度から実施した「既存温泉の揚湯試験」結果等について

　　　　　府内５カ所において揚湯試験を実施するとともに未利用温泉における水位変動試験（潮位変動等）等を実施した結果について、今後解析・検討を行っていく。
３　産業技術総合研究所等の調査結果について

　　　温泉水中の溶存化学成分（溶存イオン、ガス）の分析により、大阪平野及び周辺地域での地域的特徴を明らかにし、その結果から温泉水の流動状態の推定を行うことを目的として実施しているが、検体数の問題からまとめには至っていない状況である。

　

　○　国の動向等について

　　　　国においては、温泉資源の保護対策及び温泉の成分に係る情報提供のあり方等について、中央環境審議会自然環境部会温泉小委員会で報告書をとりまとめ中である。　　
第２回　大阪府温泉資源保護に係る検討委員会　議事概要

日　時：平成１９年２月２６日（月）

午前９時３０分～１２時
場　所：以和貴荘　２階会議室ハーモニー

　１　８００ｍ規制の論点

　(1) 距離制限の強化

①　メリット　　・確認が容易でわかりやすい

2 問題点　　　・温泉の恩恵享受者が減少する

　　(2) 距離×深度（影響量の観点）

　　　　①　メリット　　・異なる帯水層からの取水で制限距離を維持できる

　　　　　　　　　　　　　※温泉の恩恵享受者の減少を阻止

　　　　②　問題点　　　・帯水層データの不足から、現状では規制根拠の明確化は困難である

・許可後の取水深度の規制確認の難しさと強制力の担保に問題が残る

　　(3) 距離×揚湯量（影響量の観点）

　　　　①　メリット　　・揚湯量の規制で制限距離を維持できる

　　　　　　　　　　　　　※温泉の恩恵享受者の減少を阻止

　　　　②　問題点　　　・掘削許可と揚湯量の同時規制を可能とするための法的整合及び根拠データの蓄積と整理が必要である

・個別案件への揚湯猟奇性は周辺井戸との影響評価も必要と考えられ、審査内容の複雑化や長期化が予想される

・許可後の揚湯量の規制確認の難しさと強制力の担保に問題が残る

　２　ストレーナ部の内径基準の論点

　　　特に問題となる項目はないのでは

　３　ストレーナの総延長、上下限の幅の基準の論点

　　　強化するとすれば、上下限の幅ではないか

　４　動力装置設定方法の基準の論点

　　　揚湯量の報告を求めることとセットで検討すればよいのでは

温泉部会協議事項改正についての意見概要

【８００ｍ距離規制の基準について】

　○　水平面での距離規制だけではなく、深度も含めた立体的な規制はどうか

　　→　水平距離の規制は目に見えることから、その遵守の確認も行いやすい。これに対し、垂直面での規制（深度）については、その確認方法と強制力に疑問が残る。

　○　細かく帯水層毎に区切った場所毎の厳密な距離規制はどうか

　　→　必要なデータの量・精度等から実質的には無理な手法である。

　○　地域によって規制範囲を決める手法はどうか

　　→　府内を数個のエリアに区分し、その中で一番厳しい値にあわせた基準作りが必要である。例えばエリア分けは地盤沈下防止に関する規制の区分程度が妥当だと思われる。

· 距離ではなく、用途に応じたくみ上げ規制量での規制はどうか

　　→　用途毎に異なった規制が必要で、複雑になりすぎることから望ましくない。

· 距離×揚湯量の規制はどうか

　　→　単純に距離の規制を強化すると、温泉の恩恵を受けられる人が減り望ましくない。揚湯量を規制してでも多くの人に利用していただくことを考えるべきである。

　　→　単純に距離の規制を強化するなら、むしろ使用量や用途の規制の方が望ましい。

　　　（但し、掘削新生児の予定用とはあくまでも参考事項であることから、掘削申請段階での用途規制は、法の枠を超えることとなるので、慎重な対応が必要）

【ストレーナ部の内径２００ｍｍ以下の基準について】

　○　この来ては、当時の水中ポンプのサイズを考えての規制であると思うがどうか

　　→　大阪での掘削はほとんどが２段又は３段堀りであり、上部が３００mm程度の口径であることから、自動的に最下部（ストレーナ部）は２００mmより小さくなり、問題はないと思われる。

　　→　また、ポンプの設置位置は最上部になることから、ポンプの大きさを考慮する必要はないと思われる。

【ストレーナの総延長は１５０ｍ以内、上下限の幅は３００ｍ以内の基準について】

　○　他府県の状況も含め問題点等はどうか

　　→　大阪で掘削実績のある業者にとっては、全く問題ないと思われるが、実績のない業者の場合、少しでも広く取りたいと考えるのが通常である。

　　→　規制のない他府県での施工の場合は、できるだけストレーナを長く取った形で施工する。

　　→　総延長と上下限の幅を比較した場合、総延長の規制の法が厳しく感じられる。

　　→　ストレーナを長く切ると水質も悪くなるし、水温も低下することから、厳しくした方が帯水層保護が図られると思料する。

【動力装置の設定方法の基準について】

　○　揚湯試験等の結果を元に検討を行うことは問題ないと思われるが、ポンプ更新の際の届け出項目については、そのチェック等どう考えていくのか

　　→　ポンプ更新時のチェックについては、徹底できていないのが現状である。

　　→　更新時の法的手続きがないこと及び部会の協議事項としての位置づけとしてはなじまないのではと思料される。

　　→　揚湯量の規制導入を検討した場合、一定の報告を求めることとなることが想定されることから、それとセットで考えればどうか。

【その他の意見】

　○　地下水を取水する取水口断面積の合計（複数の井戸がある場合は総計）が６平方センチメートル超の場合、揚湯量等の測定と報告義務が新たに課せられるとの話（大阪府生活環境の保全等に関する条例の改正）があるが、うまくリレーションすれば、揚湯量の把握が可能となる。情報収集をお願いする。

第３回　大阪府温泉資源保護に係る検討委員会　議事概要

日　時：平成１９年３月２０日（火）　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後３時～５時

場　所：以和貴荘　2階会議室ハーモニー
· 温泉揚湯量に係る規制についての議論

　　・　現在はポンプ能力（KW数）についての規制となっており、実際に揚湯している量を規制しているわけではない点が問題。

　　・　しかしながら、ポイント毎に水位や揚程が異なることや機種によって能力が異なること等から、一律に規制をかけることは強引。

　　・　故に、当面の対応と、今後の予想の両面をみるなど、色々なことを想定して検討することが必要。

○　揚湯試験及び水質試験結果から考えられるポイント

　　・　試算した結果は参考値であるが、８００ｍの距離で１０cmの水位降下が見られる水量は５００L／分が目安（透水量係数が大きいところ）。

　　・　水質面では、不透水槽からの絞り出しが起こっていることが強く示唆。

　　・　不透水槽からの絞り出しの結果は、８００ｍ圏内での異なる帯水層からの取水は良くないことの根拠。

○　総量規制の考え方へのポイント

　　・　総量規制の観点からいえば、工業用水の規制が必要だが、当面は温泉に限って検討

　　・　全体の涵養量から水収支を考えて検討することは重要だが、作業量と時間が膨大

　　・　とりあえず、簡易な試算とその検証を行い、現実に近づけるという手法の提案

　○　次回の検討事項

　　・　簡易な水収支の算出方法との検討を中心に進める

　
第４回　大阪府温泉資源保護に係る検討委員会　議事概要

日　時：平成１９年４月２５日（水）

午後２時～４時

場　所：以和貴荘　２階会議室ハーモニー

　○　水位降下量からの規制することの可能性についての議論

　　・　取水規制の方法として、量での規制は難しいので水位降下量でサンプル的（大阪市内の試算）に解析を行ったが、もう少しきめ細やかな水収支のようなことと水質結果の観点からの解析が必要

　　・　大阪市内という限定された地域だけでも、上町台地の東側と西側では層の状況も異なること等から地理的な分布も考慮にいれて検討する必要がある。

　　・　上層部の水を引き込んでることにより水量が確保されている（これにより水位降下が小さい）とした場合、これを良しとするのかどうか等、相対的にどこまで許容するのか、また、温泉部会としてどこまでを仕事とするのかを考慮する必要がある。

　　・　データの再分析を行っていただき、水量面での問題をクリアにすることが必要

　○　水質面から見た規制の考え方

　　・　水質の面からすると、かなり広範囲に影響が及ぶ可能性が高く、仮に上層部の水の引き込みにより水量が確保（漏水）されているとすると、必ず水温低下が起こる。

　　・　現在の大阪層群下部層から取水している泉質については、単純温泉が圧倒的に多く、これ以上の泉質変化は起こりにくいことから、水温低下の観点でみるべきである。

　　・　今後、揚湯量をいうには、水温を含む水質低下を招く揚湯量というのはどのようなものかについて検討する必要がある（簡単ではないが）

　○　協議事項の確認

　　・　距離規制は少なくとも８００ｍ、ストレーナの内径はそのまま、総延長と上下限の幅は要検討、動力装置の項目については文言を要検討としたい。

　○　次回の進め方

　　・　揚湯試験データ等の再分析を行った結果を検討する。

　　・　水質等の既存データを見直した結果を検討する。

· 地域の線引きを行っておく。

　○　最終回に向けてのイメージ

　　・　現段階で、改訂が可能な事項について協議事項の改訂を行う方向

· 第２段階で、さらなる詳細な解析結果をもとに、長期的な規制についての協議事項改正を行う。

第５回　大阪府温泉資源保護に係る検討委員会　議事概要

日　時：平成１９年６月１８日（月）

午後２時～４時

場　所：以和貴荘　２階会議室ハーモニー

　○　大阪市内を検討地域として区分した場合の結果

　　・　上町台地（実際には上町断層）を境にして大阪西部と東部に分けて検討を行った。

　（大阪西部地域について）

　　・　揚水量が急激に増加しており、言い換えれば、開発の速度がかなり速い。

　　・　取水区分としては、大阪層群下部からの取水が増加しており、基盤等についてはそれほどでもない。

　　・　自然推移の変動については、水圧が戻ってきているとはいえない状況である。

　　・　掘削時の温度変化については何ともいえない状況。

　（大阪東部地域について）

　　・　開発の速度が遅く、揚湯量は大きくは増えていない。

　　・　取水区分としては、大阪層群最下部層からの取水が多い。

　　・　自然水位の変動については、上昇している傾向が見られる。

　　・　掘削時の温度変化については、何とも言いにくいが、下がっているようにも見える。

　（その他）

　　・　大阪市内での施設単位での最大揚湯量は７００L／分ですが、この場合の800m影響圏での水位降下量は２cm程度しかない。（非平衡式で計算した場合。過去は平衡式で計算しており、これで行くと１ｍ）

○　揚湯試験時の水質変化とこれまでの水質データの経年変化の結果について

　・　水温の変動については、その揚湯経路の問題等から、これで確定的な話をすることは難しいが、事実として水温低下の井戸があると言うこと。

· 水温低下の事実を見ながら、アルカリ度の変化を見ていくと、濃度が低い井戸で、アルカリ度が上がっているものが見られる。これは、難透水性の地層からの地下水の絞り出しの可能性を示唆している。

· 個々の事例を総合的に見た場合、泉質が悪化している場合もあるし、良くなっている場合も、変わっていない場合もある。

· しかしながら、泉質や泉温が劣化している井戸も半分とは言わないもののあることから注意が必要であり、慌てて対応する緊急性はないものの、実際に劣化している現状を踏まえ、身長に対応する方向で検討することが必要である。

· 阪神大震災前と後の水質の比較をしたことになるが、地震の影響は考慮に入れる必要性はないと考えられる。

○　報告書の作成方法等について
　　・　本検討委員会の報告書を作成する中で、既存の協議事項の改正点についてふれていただくと共に、今後の道しるべ的な内容の提案を結論的な部分で入れていただく方向で作成する。

　　・　今回の委員会では、現在ある情報を元に報告書を作成することとなるが、今後集まってくる、或いは集めるべき情報を集約して、次のステップへの足がかりとする。たとえば、現在三田村先生の教室で大阪府との協定に基づき実施していただいている詳細な分析結果や来年度以降入手できる実揚湯量のデータとかが追加になる。また、できれば、将来の見直しを視野に入れた継続的な水質調査なども対象とすることを考えていくべきである。

○　その他の事項

　・　本委員会で出す報告書や使用したデータ等の情報公開等については、できるだけオープンにした方がいいのではと考えられる。
　○　次回に向けての作業等

　　・　熊井委員長が作成した報告書の項目だし事項について、各委員が分担し作成を行った上で、次回の検討委員会（最終回）を開催する。

第６回　大阪府温泉資源保護に係る検討委員会　議事概要

日　時：平成１９年７月２６日（木）

午前９時２０分～１１時

場　所：以和貴荘　２階会議室ハーモニー

　○　検討委員会の報告書について

　　・　報告書における調査地点の特定（企業情報の取り扱い）、他機関の未公表資料、章立て、文言の統一等について検討を行った。

　（調査地点の特定について）

　　・　事業者の協力を得て調査した結果であることから、事業者名が特定できない形でのとりまとめが必要である。

　　・　また、本報告書が学術的に利用できるようにすることにより、大阪府の独自調査以外で大阪の資源保護のための知見や解析が蓄積される可能性があることから、全く利用できないような形はとるべきでない。

　　・　以上のことから、事業者名は特定できないが、学術的に一定利用できるような表記の方法をとることとする。

　（他機関の未公用資料の取り扱いについて）

　　・（独立行政法人）産業総合技術研究所の未公表データ等を使用していることについて、使用承諾が得られる場合は使用する。使用承諾については、委員の方で手配することとする。

　　・　なお、データ使用の承諾が得られない場合は、得られる範疇のみで図表等の作成を行うこととする。

　（章立て及び文言の統一について）

　　・　報告書の内容については、各委員等がパート分けして作成することから、章立てや文言の統一については、事務局で行い、各委員の確認を受けた上で報告書とする。

　（その他）

　　・　委員の時間の都合もあり、報告書としてしまうと後で修正が利かないので報告書案として、あくまでも協議事項改正の参考資料として温泉部会に提示する形で対応する。なお、報告書としては、データや解析結果、他機関の資料等の使用の諾否等が確定した時点で修正を行い、８月末以降に報告書として作成する。

○　温泉部会の協議事項改正に向けての提案について

　・　調査結果の検討等を踏まえ、現在の協議事項については次のように取り扱うことが適切であると提案する
　（１）８００ｍの距離規制の基準について

　　　　当面、維持する。

　（２）ストレーナ部の内径及び総延長の基準について

　　　　当面、維持する

　（３）動力装置についての基準

　　　　揚湯量の上限を５００Ｌ／分とする旨を追記する。

　（４）その他

　　　　動力装置許可申請時において次の追加書類の提出を求める。

　　　　　・　揚湯試験結果を非平衡式を用いて解析を行い、計画揚湯量時における８００ｍ圏域での影響水位を算出した結果。

· 大阪層群下部・最下部に主な取水層を設けている場合は、漏水計数を算出した結果及び漏水量を算出した結果。

揚水試験の方法等についても明示する。

「動力装置の更新時には、その都度、更新するポンプの機種等を届け出させることが望ましい」との事項については、協議事項にはなじまないが、今後の規制に向け文言の削除は行わない
○　今後のスケジュールについて
　　・　検討委員会は今回で終了し、今後報告書案の作成等を行っていく。

・　作成した報告書案は、温泉部会協議事項の改正に係る部分もあることから、部会における協議事項改正のための参考資料として案の形式で提案することとする。

　　なお、本検討委員会の所掌事務ではないが、協議事項は温泉部会で２回程度検討していただき、来年度から施行する予定で進めていただく。

・　本検討委員会の成果品としての報告書は、データや解析結果、他機関の資料等の使用の諾否等が確定した時点で修正を行い、８月末以降に報告書として作成する。
